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は じ め に 
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物だろう」と私は迫った。早く酔ってしまった経理課長は「バレましたか」とうなだれた。 
事実はこうである。3件で 10億円を超す土地の売買契約書なので契約書に貼る印紙がばかに























具体的には，2001年 3月末現在，証券取引法対象会社 4,362社, 商法特例法対象会社（証券
取引法対象会社を除く）5,622 社，私立学校 5,789 法人（大学など文部科学大臣所轄 611 法人，高等























































億円, NTT西で 220億円の償却費用が減少。その分だけ営業利益が増える。 


















































してきた。その結果，2002 年 3 月期の連結決算発表は，決算日から決算発表までの平均所要
日数が 48.3 日と昨年に比べ 2 日間短縮した（日経，2002.10.29)。また，東証は，決算概況を決
                                                          
1) 拙著『アメリカ監査論（第 2版）』中央経済社，1998年, 739-741 頁。 
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算承認の役員会当日に東証の電子システム (TDnet) に登録することを求めている。 
そして，トヨタ自動車や NTTなどアメリカ市場で株式 (ADR) を公開する上場企業約 20社





















る 2002年 3月決算企業のうち特記事項が付いてのは 105社という (2000年 3月期は 30社程度, 




特記事項自体は企業の将来の存続性を左右するものではないが，2001 年 9 月中間期に特記
事項が付いた企業のうち, 日産建設や佐藤工業，雪印食品等 8 社が，その後破綻や吸収合併な
どで存続を断念している。 




2002 年 5 月，フットワークエクスプレスによる粉飾事件で瑞穂監査法人の公認会計士が逮

















経営破綻した企業を巡り監査法人が提訴されたケースは, 山一証券の破産管財人団が 99 年
12 月に中央監査法人（現中央青山監査法人) と同社の公認会計士ら 6 人に，総額約 60 億円の損
害賠償を求めた例がある。また，旧日本債券信用銀行の粉飾決算事件にからみ, 元株主がセン
チュリー監査法人 (現新日本監査法人) を訴え, 現在京都地裁で係争中である（日経, 2000.2.1)。 
アメリカに見られるごとく，会計士訴訟が公認会計士監査制度の発展に寄与していることは，
一面では事実である。 




































                                                          
2) 1997年から 98年にかけてアジア諸国で発生した金融危機を契機に, 世界銀行や国際通貨基金 (IMF),ア
ジア開発銀行等の国際金融機関から, 開発途上国における会計基準とディスクロージャーの整備, 監査体
制の強化が叫ばれた。本文で指摘した「警句」は，日本だけでなくアジア全体の問題だったのである。そ















さらに，国際会計基準理事会 (IASB) とアメリカ財務会計基準審議会 (FASB) が覚書を交わ
し, お互いの会計基準を一つに収斂させる方向に動き始めた。順調にすすめば，国際会計基準
を採用する企業が, アメリカで資金調達ができるようになる可能性もある。IASB と一線を画
してきた FASB が一転して基準統一に傾いたのは, 欧州連合 (EU) の上場企業が 2005 年から
一斉に国際会計基準を採用することが影響している。ほぼ同時期に中国や韓国なども国際会計
基準に移行するとみられる。同基準を使用する企業が約 8,000社と, 5,000社強が採用するアメ








いる。その IFAC が 2001年 1月, 世界の主要会計事務所からなる「フォーラム・オブ・ファ
ーム (FOF)」を設立した。 
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FOF は，会計士が順守すべき「憲章」（監査技術と会計士の倫理について規定) を作成し, 会計
事務所がその憲章を遵守しているかを事務所同士で相互にチェックする, いわば国際的な“ピ
アレビュー”を計画している。また，FOFのネットワークを通じて，若手会計士を教育するこ



































わが国でも平成 15年 3月期から実施される。そして，経営者の不正を防止する観点から, 内部
統制の有効性の評価も近い将来実施されると思われる。 
加えて，外部監査の公的部門への拡大に伴って, 「3E監査」, つまり，経済性（Economy)，










































査研究に限定していえば，マウツの The Philosopy of Audititng (1961) と AAAの A Statement 














                                                          













包括利益，少数株主損益，連結調整勘定，連結剰余金, 勤務費用, 保険数理上の損失, 未認識
の過去勤務費用, 適格退職年金制度，最小年金負債調整額，外貨建長期債権債務の換算，配当
制限，負債証券，ファイナンスリース，税効果，繰延税金資産と繰延税金負債，希薄後 1株当
たり当期純利益，金融派生商品（デリバティブ）の公正価値，金利スワップ，通貨スワップ，為
替換算調整勘定, 将来キャッシュ・フローの割引現在価値，等々である。 
投資者保護の前提には自己責任の原則がある。しかし，投資者が自らの判断で意思決定する
際に提供される財務情報は，投資者の理解をはるかに超えるものである。大学における会計学
教育の重要性が指摘される。 
 
